
02年国調 372,760 人
27年国調 377,598 人
 増減率 -4,838 人 -1.28%

 8.1.1 359,886 人
 7.1.1 362,609 人  　 ０２年国調
 増減率 -2,723 人 -0.75%   　２７年国調

歳入総額
徴収済額 構成比 増減率 歳出総額

個人分 　 歳入歳出差引
法人分 　 翌年度へ繰越すべき財源

地方税 63,141,312 33.1 5.7 59,199,621 59.6 ○ 実質収支
地方譲与税 1,477,051 0.8 1.5 1,477,051 1.5 　 単年度収支
利子割交付金 107,150 0.1 358.6 107,150 0.1 　 積立金
配当割交付金 437,838 0.2 4.2 437,838 0.4 ○ 繰上償還金

679,355 0.4 21.4 679,355 0.7 ○ 積立金とりくずし額
地方消費税交付金 10,915,284 5.7 8.0 10,915,284 11.0 ○ 実質単年度収支
ゴルフ場利用税交付金 47,986 0.0 3.4 47,986 0.0 ○ 職員数    給料月額
軽油・自動車交付金 0 0.0 △ 100.0 0 0.0 ○
自動車税環境性能割交付金 145,360 0.1 3.1 145,360 0.1 　 一般職員
法人事業税交付金 1,103,757 0.6 5.8 1,103,757 1.1 ○  うち消防職員

地方特例交付金 349,335 0.2 △ 82.9 349,335 0.4  目的税 ○  うち技能労務員

地方交付税 26,648,603 14.0 6.3 24,048,200 24.2 　 教育公務員
内 普通交付税 24,048,200 12.6 6.9 24,048,200 24.2 　 臨時職員

訳 特別交付税 2,600,403 1.4 1.5 　
  （一般財源計） 105,053,031 55.2 4.4 98,510,937 99.1 　
交通安全交付金 50,719 0.0 △ 2.9 50,719 0.1 　
分担金・負担金 1,235,150 0.6 3.5 　    合      計
使用料 1,359,840 0.7 3.8 223,161 0.2    合     計
手数料 773,189 0.4 △ 1.6 　 ○ 定数
国庫支出金 32,704,225 17.2 16.2 　 　
都道府県支出金 11,467,887 6.0 7.1 　 ○ 1
財産収入 743,594 0.4 28.7 215,178 0.2 ○ 　 2
寄附金 1,030,058 0.5 △ 17.6 ○ 　 1
繰入金 3,266,029 1.7 24.5 ○ 　 1
繰越金 2,943,306 1.5 △ 31.9 ○ 　 1
諸収入 9,480,839 5.0 6.7 352,568 0.4 　 ○ 34
地方債 20,524,900 10.8 95.5 ○ 　
  歳入合計 190,632,767 100.0 11.5 99,352,563 100.0 　 　

     区      分    決算額  Ａ   増減率 Aのうち普通建設事業費Aの充当一般財源等額

 基準財政収入額
 基準財政需要額
 標準税収入額等
 標準財政規模

28,293,154 15.3 3.3 25,251,641
18,566,220 10.1 2.7 16,441,265
40,082,609 21.7 12.1 13,647,645
14,370,343 7.8 △ 10.1 14,237,721
14,361,666 7.8 △ 10.1 14,229,044

8,677 0.0 121.0 8,677
  　    －

82,746,106 44.8 4.6 53,137,007   　    －
26,053,965 14.1 9.1 18,744,519
2,173,271 1.2 △ 21.3 2,104,084

19,354,279 10.5 △ 2.9 14,129,566
2,915,536 1.6 34.5 2,167,888 法適用 職員数 減債

13,129,817 7.1 2.2 11,008,567 　 57 特定目的
1,157,298 0.6 △ 17.8 431,587 　 19 土地開発
7,776,590 4.2 29.0 173,790 　 0 定額運用

0.0   有 1 地方債現在高
32,296,734 17.5 55.7 8,931,795 　 1

772,061 0.4 68.3 772,061 水道事業   有 126 保証・補償

31,734,420 17.2 60.1 8,421,474 下水道事業   有 69 その他

 補  助 10,780,513 5.8 22.7 3,398,752 病院事業   有 0 実質的なもの

 単  独 20,953,907 11.3 90.0 5,022,722 観光施設事業 　 0 現年分 合  計

562,314 0.3 △ 39.8 510,321   有 0 99.6% 99.2%

　 54 99.7% 99.4%

184,688,060 100.0 10.8 108,660,915 　 10 99.6% 99.3%
（注）　１． 普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

２． 構成比は区分毎に端数処理をしているため、各区分の計が合計等と一致しない場合がある。

令和７年度 人
口

産業構造・就業人口 面積 中核市
ふりがな ながの

 区   分 ０２年国調 ２７年国調 人口密度 446.5人 団体名  長野市  

834.81ｋ㎡
県名 長野県

コード番号 202011
市町村類型

地方交付税種地 Ⅰ－６

決算状況
台
帳
人
口

住
民
基
本

第１次 9,927 人 5.2 ％ 11,593 人 6.1 ％ 人口集中地区人口
区　分第２次 39,383 人 20.5 ％ 41,409 人 22.0 ％     272,005  人 令和７年度 令和６年度

  (単位 千円)          (単位 千円)

歳  入  の  状  況  （単位  千円・％）
         市  町  村  税  の  状  況    （単位  千円・％）  指定団体等

収
支
状
況

190,632,767 170,980,342
区     分

第３次 128,507 人 67.0 ％ 130,419 人 69.1 ％     255,665  人

基準税額×100/75 超過課税分収入済額  の指定状況 184,688,060 166,718,909

区分  決算額 構成比 増減率 経常一般財源等  構成比
 市町村 23,111,967 36.6 12.2
 民  税 6,109,753 9.7 4.8 4,003,365 1,465,290 低 開 発 3,012,984 1,625,178

23,819,847 新    産 5,944,707 4,261,433

山    振 2,931,723 2,636,255
 軽自動車税 1,446,382 2.3 3.3 1,420,421
 固定資産税 23,736,673 37.6 2.4 23,494,112

過    疎 295,468 △ 1,072,546
21,580

 鉱産税 辺    地 0 0
 市町村たばこ税 2,355,642 3.7 △ 1.4 2,414,124 準 過 疎 89,427

株式等譲渡所得割交付金  特別土地保有税
△ 2,550,966

 法定外普通税

中部圏都市 2,000,000 1,500,000
   小     計 56,760,417 89.9 6.3

 旧法による税

55,151,869 1,465,290 豪    雪 △ 1,615,105

農    振  Ａ (人)        Ｂ  (千円)    Ｂ／Ａ  (円)
都 市 計

区　分
1人当り平均給料月額

2,551 885,133 346,975

林    構 101 37,371 370,0106,380,895 10.1 1.1 2,386,921

農 工 導

一
般
職
員
等

市町村圏 39 16,506 423,231
内
 
 
訳

入湯税 57,640 0.1 13.2
事業所税 2,381,564 3.8 0.8 325,600

都市計画税 3,941,691 6.2 1.1

2,386,921 5 1,628

2,595 903,267 348,080
63,141,312 100.0 5.7 1,465,290 一部事務組合加入の状況

特別職等 給料(報酬)
適用開始年月日

1人当り平均給

適
用
税
率
の
状
況

市
町
村
民
税

個
人
分

均等割   3,000円

市
町
村
民
税

料(報酬)月額
２号 144,000円 退職手当 火葬場 (円)

 
法
人
分

均等割

１号 60,000円 議員公務災害 し尿処理

３号 156,000円 非常勤公務災害 林野  市町村長  ３１．１．１ 1,097,000

所得割

４号 180,000円 税等滞納整理 消防公務災害  副市長  ３１．１．１ 899,000
標準税率 ５号 192,000円 財産管理 小学校  教育長  ３１．１．１ 736,000

　 ２．１．１ 732,000
比率 1.0 ７号 492,000円 介護認定 農業共済事業  議会副議長 　 ２．１．１ 654,000
に対する ６号 480,000円 老人福祉 中学校  議会議長

606,000

固定資産税   1.4/100
９号 3,600,000円 ごみ処理
８号 2,100,000円 伝染病 後期高齢  議会議員 　 ２．１．１

法人税割 7.1～8.4/100

性  質  別  歳  出  の  状  況  （単位  千円・％）
         目  的  別  歳  出  の  状  況  （単位  千円・％）

区       分
   指数等

  構成比 前年度  (単位 千円)
   議会費 671,279 55,493,5920.4 0.7 666,347 0 670,047

７
年
度

9,287,146

79,541,792
68,706,950 37.2 7.8 63,755,066 801,269 34,052,761区分  決算額 構成比 増減率

充当
一般財源等額

 経常経費充当
一般財源等

 経常収支
比率

   総務費
   民生費 70,542,898

17,723,782 9.6 4.6 16,946,419 1,593,058 12,388,525

94,591,098
 人件費 24,768,604 24.9    労働費 499,307 0.3 △ 21.8 638,318 335,455

   衛生費 11,892,025 6.4 0.3 11,859,445 801,700
176,662

内
訳

 元利償還金 14,218,903 14.3    消防費 6,713,512

財政力指数 0.71
           うち職員給    農林水産業費 2,500,910 1.4 5.2 2,377,117 940,124 1,821,793 実質収支比率        3.1％

     105.0 ％
 公債費 14,227,580 14.3

3,523,690 経常一般財源等比率
11,618,521

 扶助費 10,720,872 10.8    商工費 15,693,000
公債費負担比率   土木費 18,504,924 10.0 2.4 18,066,031 8,202,876

8.5 77.1 8,861,615 5,447,650
      14.3 ％

28.3 20,932,711 13,299,823 15,963,563 起債制限比率 6.5 ％ 一時借入金利子 8,677 0.0    教育費 26,849,638 14.5
3.6 17.8 5,700,485 312,465 4,410,089 公債費比率       6.1 ％

     （小計）
   災害復旧費 562,314 0.3

49,717,056 50.0    公債費 14,370,419 7.8 △ 10.1 15,981,725 0 14,237,797 連結実質赤字比率
△ 39.8 933,630 0 510,321

健全化
判断
比率

実質赤字比率

実質公債費比率        4.3％
 維持補修費 1,695,164 1.7    前年度繰上充用金
 物件費 17,888,909 18.0    諸支出金

将来負担比率       13.3％
 補助費等 10,682,390 10.8      歳出合計 184,688,060 100.0 17,796,528

    うち一部組合負担金 2,167,888 2.2

公
営
企
業
等
の
状
況

   事業名 収支額 普通会計からの繰入額

国保事業の状況

加入世帯数
10.8 166,718,909 31,734,420 108,660,915

基金
現在高

財調
40,612世帯

被保険者等数 57,695人

8,061,635
 繰出金 10,114,926 10.2 国民健康保険(事業) 749,420 2,176,583 (うち退職被保険者世帯数) (0) 15,686,142

1,199,402 積立金     〃      (直診) 1,000 143,482
 投資・出資金・貸付金 4,292 0.0 老人保健医療 0 0 (うち退職被保険者等数) (0) 179,591

一世帯当たり保険料調定額 150,688円 134,135,235
 投資的経費  経常経費充当一般財源等計 駐車場事業 0 0 一人当たリ保険料調定額 105,310円
 前年度繰上充用金 産業団地事業 33,572 0

7,792,794 　

普通建設事業費  経常収支比率   90.7％ 1,531,044 3,923,000

介護保険状況
  (90.7 ％) 54 47,910

債務負担
行為(翌
年度以降
支出予定

額)

物件等購入 31,755,118
        うち人件費 90,102,737 862,603 390,053 被保険者一人当たり費用 526,149円 　

　　(2号被保険者) 固定資産税 45.6%

市町村民税 48.7%

失業対策事業費 ラスパイレス指数   100.0 介護保険事業 699,551 5,366,182

徴
収
率

区   分 滞繰分

災害復旧事業費 歳入経常一般財源 99,398,173 観光施設事業 1,582

   歳出合計      （７年４月１日現在） 後期高齢者医療事業

農    構 344,745166,167482

支払基金交付金 9,175,239

内
訳

32,819,678 税合計 47.1%

　　(1号被保険者)

14,278 5,390,335 保険給付費

56,643

１号被保険者数６５歳以上 111,749人 6,013,370

 うち
(減税補てん債・臨時財政対策債除く) 0 0 保険料調定額


